
独立行政法人国際協力機構

契約担当役　理事

調達管理番号

調達件名

目的

業務種別

仕様等

履行期間 2023年12月1日 ～ 2026年12月28日

選定方法

業務量（人月）想定

2023年10月10日 12時00分

プロポーザル提出期限2023年10月27日 12時00分

その他

以上

https://www2.jica.go.jp/ja/announce/index.php?contract=1

その他詳細は企画競争説明書による

企画競争説明書配布
依頼受付期限及び方
法

コンサルタント等契約-業務実施契約－【事業実施・支援業務】技術協力プロジェクト

企画競争説明書による

企画競争

公告・公示日において有効である全省庁統一資格を有すること。

日本国で施行されている法令に基づき登記されている法人であること。

その他、企画競争説明書に記載の参加要件に該当すること。

契約事務取扱細則第４条に該当しないこと。
競争参加資格

公示

独立行政法人国際協力機構契約事務取扱細則（平成１５年細則(調)第８号）（以下「細則」という。）に基づき
下記のとおり公示します。

2023年10月4日

23a00573

モンゴル国ビッグデータを活用した税務行政能力向上プロジェクト

【背景】 
モンゴルでは、国際的な資源価格の下落や中国経済の動きといったリスク変動要因の影響
に左右されないマクロ経済政策の策定・運営と、一貫性のある歳出・歳入管理が求められ
ている。  
このような中モンゴル政府は長期開発政策と整合する税法の整備・改正等により、歳入管
理の改善に取り組んできた。特に、標準的な国際課税規定や租税債権徴収への自力執行権
の導入を図った改正税法の下で安定した財政収入の確保と、税務行政を強化することを目
指している。2020年から執行が開始された改正税法の一環として納税者申告制度の改革を
図ることによって、国際課税、移転価格、企業の税務当局への情報提供等を通じて税務
データベースが拡張されつつあるが、国税庁にとってこれらの情報を適切に分析し、人為
的な影響が少ない徴収、税務調査などの納税申告制度を整備することが急務となってい
る。  
【目的】 
本事業は、モンゴル全土において、ビッグデータに基づくリスク分析モデル及び簡易接触
を自動処理できるシステムの構築と活用能力強化、及びそれらの活用を支える税務調査の
仕組みを改善することにより、税務行政の効率化を図り、もってモンゴルにおける課税能
力向上に寄与するもの。

30.00     人月
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